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―はじめに：森廣正先生への謝辞―
森廣正先生が退職されるとお聞きし，驚くと共に残念な気持ちで一杯で
す。私は法政大学および大学院に籍を置いた訳ではありませんので，森先
生を「恩師」とお呼びするのは適切ではないかもしれません。しかし，私
が外国人労働者のテーマに深く取り組むにあたってご指導をしていただい
たことから，このテーマに関する「恩師」として感謝の気持ちをつねに持
ち続けておりました。
森先生は，1972年にすでに「西ドイツにおける外国人労働者」という論
文を発表されているわけですから，日本のこのテーマにおけるパイオニア
と言っても過言ではありません。そのような森先生から，科研費の共同研
究に参加しないかと，確か1997年にお声をかけていだいたわけですから，
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お断りする理由がありません。喜んで参加させていただきました。
同共同研究の一員として，スペインとブラジルに調査・資料収集に行く
機会を得ることができましたし，とりわけ何回も国内調査に同行させて頂
いたことは，研究・調査の方法を一層発展させるという点で，大いに参考
になりました。また以下のような成果を法政大学から出して頂くきっかけ
となり，森先生並びに法政大学の寛大なるご好意に感謝している次第です。
（1）「アジア系外国人労働者の現状」法政大学比較経済研究所編『「国際労働力移
動」プロジェクト国際シンポジウム報告集』2000年
（2）「『銀世界』をめざすマグレブ系労働者のスペイン定住化─南部輸出農業の展
開と二国間労働力需給─」森廣正編著『国際労働力移動のグローバル化』法
政大学出版局，2000年
（3）「日系人の滞在長期化にともなう就労・生活環境の調整」森廣正編著『国際
労働力移動における地域ネットワークの形成と政策課題に関する国際比較
研究』［平成9-11年度科学研究費補助金（基盤研究（B）（2））研究成果報告
書］，2000年
（4）‘The Socio-economic Situation of Non-Nikkei Foreign Workers in Japan’,
“Journal of International Economic Studies (Hosei University)”, No.15, 
Feb.2001
（5）「外国人労働者受け入れ論議が照らし出す日本の課題」『大原社会問題研究所
雑誌』No.532, 2003年
（6）「外国人労働者」『日本労働年鑑2004年版（第74集）』法政大学大原社会問題
研究所編，旬報社，2004年
海外調査に一緒に行く機会はありませんでしたが，国内調査には数多く
同行させて頂きました。そうするうちに，私自身はこの外国人労働者とい
うテーマの奥深さを感じ取ることができました。外国人労働者を経済学と
いう観点から調査研究するむずかしさと楽しさが段々わかるようになって
きたのです。研究対象が抽象化された労働力ではなく，外国人労働力とい
う，国家や国籍という経済学ではあまり扱わないテーマが入り込んでいる
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からです。そのことから派生する人の移動の正規性や不法性（不法入国・
滞在・就労や犯罪）や地方小都市への影響など，まさにグローバル化がロ
ーカルにまで浸透していく様を，実感をもって体験することができました。
そのような研究対象のおもしろさとむずかしさを教えていただいたのが，
森先生との共同調査でした。
共同調査の成果は，森先生の業績一覧に掲載されていると思いますので，
この機会に，そこには盛り込まれないエピソードを二つ紹介させていただ
きます。一つは，調査の帰りの高速道路でのできごとです。共同研究の後
半になると，私と森先生の２人で行く機会が増えました。現地に着いてか
ら移動しやすいように，森先生の愛車で行きました。問題が起こったのは，
その調査の帰りです。高速道路を走っていると，途中からどしゃぶりの雨
になってきました。しかし構わず帰りを急ぎます。すると，疲れもあった
のかもしれませんが，今思うとハイドロブレーニング現象が起こっていた
のでしょう，ハンドルのコントロールが一瞬効かなくなり，あわや隣の車
線を走っている車にぶつかりそうになったのです。本当にわずか数十セン
チまで接近しました。危機一髪のところで事故は回避できましたが，あの
ときもし接触していたら……，と思い出すことがたまにあります。
もう一つは，亡命申請をしていたアフガニスタン人へのインタビューで
す。日系ブラジル人へのアンケートが主眼でしたが，アジア系の外国人労
働者にもインタビューを実施しました。あるレストランで，オーバーステ
イのアジア人労働者にインタビューをした翌日だったと思います。亡命申
請している外国人がぜひ話しを聞いてくれと言っているというので，翌日
指定された場所に行きました。そこで聞いた話は，まだ活字化しておりま
せんが，忘れられない内容でした。日本に来るのはなぜかと聞くと，日本
は平和だ，戦後，戦争で死者を出していないのは日本だけだ，母国にいる
と殺されるので亡命した，など，実に生々しい証言でした。その話を聞い
たあと，翌日の調査のために，ホテルに一泊したのですが，話の重さが胃
に及び，なかなか寝付けなくなるという体験をしたことです。今後いつか，
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日本の亡命申請や難民について，テーマとして研究したいと思わせた体験
でした。
森先生との共同研究のおかげで，研究の幅が広がり，新たなテーマを意
識することができました。深く感謝する次第です。また，『日本労働年鑑』
の「外国人労働者」の項目も，森先生のサバティカルの時期に執筆させて
いただく機会もいただきましたし，同時期に森廣正ゼミを代講させていた
だき，森ゼミで温かくも真摯に勉強するゼミ生たちと知り合えたことも私
にとっての良き財産となりました。
今までの森先生のご指導を無にしないように今後も精進することをお約
束するとともに，ハッピー・リタイアメントとなるよう願っております。
長い間，本当にご苦労さまでした。
以下に，森廣正先生退職記念論文として拙論を投稿させていただきます。
このような機会を与えて頂いた森廣正先生と法政大学並びに同経済学部に
深く感謝いたします。
１．外国人労働者新興受け入れ国の比較：日本とスペイン
国際労働力移動の分野においては，アメリカやオーストラリアなどの「移
民国」，ヨーロッパでは森先生の研究対象であるドイツ，あるいはフラン
ス・イギリスなどにこれまで注目が集まってきた。ところが，表１をみる
と，1990年代以降20年間で，これらの図式が大きく変わってきていること
がわかる。とりわけ90年代末からサブプライムローン問題を発端とした世
界的金融危機に至るまでの時期において，日本，韓国，トルコ，イタリア
などのかつての「送り出し国」が「受け入れ国」に変容していることが理
解できる。外国人入国者数の規模が小さいチェコやポルトガルも含めると，
新興の受け入れ国が出現しているということが指摘できる。
これらの中でも，とりわけスペインの変容は顕著である。同国における
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各年度別の滞在目的外国人人口の入国者数（いわゆる外国人フロー人口）
は，1997年には約35,600人であった。それが2006年には約803,000人へと急
増する。この10年間で22.6倍の伸び率となったのである。OECD諸国でこ
のような伸びを記録しているのは，ポルトガルの12.8倍，チェコの6.7倍で
あるが，スペインの伸びには遠く及ばない。1997年の年度別外国人入国人
口規模からみれば，まさに新興受け入れ国と言えるスペインは，今やアメ
リカに次ぐ規模の外国人受け入れ国となっていたのである。これは，世界
の人口移動における大きな変化と言えるであろう。
他方，同じ新興受け入れ国日本は，2006年で325,600人と1997年の約1.2
倍にとどまった。1990年の入管法改正によって80年代と比べると，90年代
には大きく入国者数は増加したが，2000年代も同じ推移となった。日本と
は対照的に，同じアジアでは韓国が変化を見せ始め，1998年では75,400人
と日本の約３分の１の入国者数であったが，2006年では日本と並ぶ約
移民受け入れ先進国となったスペインの移民政策と経済成長
表１．OECD諸国における年度別在留目的外国人の入国者数
1997年（a） 2006年（b） （b）/（a）
アメリカ** 1,797.4 2,724.2 1.52
スペイン 35.6 803.0 22.56
ドイツ 615.3 558.5 0.91
カナダ** 410.4 519.7 1.27
英国 237.2 509.8 2.15
オーストラリア** 251.7 501.4 1.99
日本 274.8 325.6 1.18
韓国 *75.4 314.7 4.17
トルコ 128.5 191.0 1.49
イタリア *111.0 181.5 1.64
チェコ 9.9 66.1 6.68
ポルトガル 3.3 42.2 12.80 
出典：International Migration Outlook 2008,p.295より作成。
単位は，（a）（b）ともに1000人。
*は1998年の統計。
**は永住者と一時滞在者との合計数。
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314,700人を記録し，97年との比較では約4.2倍の伸びとなった。表１によ
ると，この10年間でスペインに次ぐ３番目の伸びを記録した。
では次に，このような毎年の外国人の入国者数の増加が，在留外国人人
口にどのような影響を与えているのかを見ていく。表２は，各年度末の一
定時点における在留外国人人口が多い国々の一覧である。ただし，ルクセ
ンブルクは対人口比が高いことから，日本は分析対象国ということから表
に掲載してある。従来の受け入れ国では，在留外国人人口の実数でも比率
でも，2006年は増加していることが大きな特徴と言える。とくにアメリカ
の約1000万人の増加は顕著である。
スペインとアイルランドを除くと，アメリカをはじめとした一定日時に
おける在留外国人人口（いわゆる外国人ストック人口）の実数が多い，外
国人受け入れ国である。これらとは逆に，スペインもアイルランドも歴史
的に有名な移民「送り出し国」であった。それが，この10年間に，「受け入
表２　OECD諸国における年度末在留外国人人口とその国内人口比率
1997年 2006年
人数（a）
単位：1000人
対人口比（c）
％
人数（b）
単位：1000人
対人口比（d）
％
b-ａ
単位：1000人
d-c
％
アメリカ 29,272.2 10.7 39,054.9 13.0 9,782.7 2.3
カナダ 5,082.5 17.7 6,187.0 19.8 1,104.5 2.1
スペイン 1,173.8 3.0 5 250.0 11.9 4,076.2 8.9
オーストラリア 4,314.5 23.3 4,956.9 24.1 642.4 0.8
スイス 1,512.8 21.3 1,811.2 24.1 298.4 2.8
ベルギー 1,011.0 9.9 1,319.3 12.5 308.3 2.6
スウェーデン 954.2 10.8 1,175.2 12.9 221.0 2.1
オーストリア *895.7 11.2 1,151.5 14.1 255.8 2.9
ニュージーランド 620.8 16.4 879.5 21.2 258.7 4.8
アイルランド 271.2 7.4 601.7 14.4 330.5 7.0 
ルクセンブルク 134.1 31.9 159.7 34.8 25.6 2.9
日本** 1,482.7 1.2 2,083.2 1.6 600.5 0.4
出典：International Migration Outlook 2008,p.324,p.338より作成。
*は1998年。
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れ国」への仲間入りを果たしたこと，これがこの表から言える二つ目の大
きな特徴である。しかもスペインの在留外国人実数は，アメリカ，カナダ
という移民大国に次いで３番目に多い。対人口比は11.9％とこれらの国々
のなかでは最も低いが，外国人フロー人口は元より，外国人ストック人口
においても，「外国人人口大国化」していると言えるのが，スペインである。
それに対して日本は，この間に外国人人口は約60万人が増加したもの
の，対国内人口比率では，0.4％の伸びにとどまり，1.6％となっているに
すぎない。両国は同じ新興外国人労働者受け入れ国であるが，このような
対人口比と伸び率の両国間のちがいは，どのような要因から来ているのか。
以下にその要因を，スペインを中心にして検討することにしたい。
２．「第二の移民時代」におけるスペイン在留外国人急増の要因
1997年から2006年に至る10年間のスペイン経済は好調であった。前半の
５年間ではGDP実質成長率は４％台を記録し，後半では３％台を維持し
た。EU（表３ではヨーロッパ地域全体の統計となっている）も，ユーロの
流通開始や加盟国の東方拡大などに刺激されて景気は持続していた。その
ようなEU全体よりも，スペインの成長率は約１〜２％上回るほど好調であ
った。それに対して日本は，当該期間においては総じて景気停滞基調で推
移していった。
スペインのこのような経済成長と人口移動，とりわけ国際的な人の移動
と経済成長との関係に，国連が注目し，南欧やアイルランド，韓国などの
受け入れ国化，またアメリカの大量受け入れなども含めて，「第二の移民時
代」と国連議会への国連事務総長報告書で位置づけられた1）。第一の移民
時代は，ヨーロッパからアメリカへと大量に移民する1870年から1914年ま
での時代を指す。西欧，北欧，南欧，東欧からアメリカへと順に移民して
移民受け入れ先進国となったスペインの移民政策と経済成長
1） United Nations General Assembly, Report of the Secretary-General,A/60/871:International 
migration and development., p.21
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いき，中国，そして日本からも移民が送り出された時代である。
第二の移民時代の特徴を，同報告書は次のように分析している。まず第
１に，今の時代は送り出し国も受け入れ国も無く，多くの国々が同時に送
り出し，また受け入れていることである。この同時現象については，1980
年代のスペインについて分析し，すでに中川2）が報告している。第２には，
第１の移民時代のようなゼロサムゲームでは無いということである。送り
出し国から移動した人口分だけその国の人口が減り，その分受け入れ国で
人口が増えるだけ。したがって世界全体からすると単に人口がプラスマイ
ナスゼロになるという時代ではなく，送り出し国にも受け入れ国にもベネ
2） 中川功「外国人労働者の送り出しと受け入れの一国内並存状態の発生」『拓殖大学論集・社
会科学』第211号，1994年
表３　1996年−2008年におけるGDP成長率（％）
ヨーロッパ スペイン 日本
1996 1.7 2.4 2.8
1997 2.7 3.9 1.6
1998 2.6 4.5 −2.5
1999 3.0 4.8 −0.1
2000 4.1 5.1 2.9
2001 2.1 3.7 0.2
2002 1.3 2.7 0.3
2003 1.5 3.1 1.4
2004 2.7 3.3 2.7
2005 2.2 3.6 1.9
2006 3.3 3.9 2.0
2007 3.1 3.7 2.4
2008 1.1 1.2 0.4
出典：US-National Accounts Main Aggregates Databaseより
作成。1990年数値を基準にして成長率が算出されてい
る。EUROSTATや各国統計局データを使わずに，同一
データを使用したのは，それによって比較可能性を優
先させたからである。そのためEUではなくヨーロッパ
のデータとなった。
209
フィットがもたらされる。第３には，国際的な人の移動は，移民国におい
て起こっている人口年齢構成や社会の変化に影響を与えることである。第
４に，総合すると，移民と経済成長は相互に割きがたく結びついているこ
とである。「つまりより自由な国際労働力移動は，地球全体の所得の総合計
を増加させるのに貢献できるのみならず，より平等な所得の分配にも寄与
することである」。
分配された所得の増加は，さらに移民を生み出す要因となる。現代世界
は，「格差社会」であり，国家間の所得格差も大きくなっているからであ
る。人の移動が自由であれば，移民によって格差を縮小しようと作用する。
その結果，移民は活発化し，移民１人当たりの所得が増加する。所得増加
は消費増加要因となる。消費増加はGDPを押し上げる。さらには雇用を創
出する。雇用が創出されれば失業が減り，消費増加要因となると同時に財
政支出も抑制され，GDPを押し上げ，経済成長が促進される。このような
移民と経済成長の相互作用が循環していく。
良い実例が先に指摘したスペインなどの国々である。第二の移民時代に，
スペインの就業率の上昇は，失業率を減少させた。失業率は，1995年には
22.8％であったが，2005年には9.1％にまで下がり，06年には8.3％にまで
減少した。国立統計局の調査によると，2001年から05年の間に260万の新
規雇用が創出されたと推計されている。その内の半分に在留外国人が就労
している。このように，雇用の創出に対する在留外国人の寄与度は高いと
指摘している3）。同様の分析は，サパテーロ首相直轄の「首相経済室」に
よる報告書でもおこなわれている4）。
移民受け入れ先進国となったスペインの移民政策と経済成長
3） Miguel Pajares, Inmigración y mercado de trabajo. Informe 2007, Ministerio de Trabajo y 
Asuntos Sociales,p.21
4） Oficina Económica del Presidente, Inmigración y Economía Española : 1996-2006, 15 de 
noviembre de 2006. 移民・外国人人口・外国人労働者と経済・財政との関係を分析した大変
に興味深い報告書である。
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３．スペイン在留外国人の特徴と受け入れ政策
（1）出身地域国別在留外国人・外国人労働者の受け入れ推移
2008年末における正規滞在資格を有する外国人の出身地域・国別分布
は，表４のようになっている。上位３地域は，EU，中南米，アフリカの順
である。1996年と比較すると，実人数全体では8.3倍に増えているのは，大
きな変化である。しかしこれら世界地域別の構成比は，中南米の構成比が
表４　スペインにおける外国人登録・在留資格認定済み在留外国人の推移（1996−2008）
1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008
世界地域別
EU 251,919 322,336 345,722 438,729 614,491 932,503 1,794,229
中南米 104,049 130,203 184,944 364,569 649,122 1,064,916 1,333,886
アフリカ 98,820 179,487 261,385 366,518 498,507 709,174 922,635
アジア 43,471 61,021 72,445 104,665 142,762 197,965 270,210
EU以外の
ヨーロッパ
22,162 7,885 14,285 31,703 53,284 96,175 122,840
北米 17,219 16,997 15,020 15,774 16,964 18,109 20,272
無国籍者他 415 695 1,017 1,019 1,049 1,147 7,588
オセアニア 929 1,023 902 1,024 1,112 1,819 1,839
合計 538,984 719,647 895,720 1,324,001 1,977,291 3,021,808 4,473,499
出身国上位
10カ国
ルーマニア 1,386 3,543 10,983 33,705 83,372 211,325 718,844
モロッコ 77,189 140,896 199,782 282,432 386,958 543,721 717,416
エクアドル 2,913 7,046 30,878 115,301 221,549 376,233 421,527
コロンビア 7,865 10,412 24,702 71,238 137,369 225,504 274,832
英国 68,359 74,419 73,983 90,091 128,283 175,870 219,738
ブルガリア 973 2,336 5,244 15,495 32,244 60,174 144,401
イタリア 21,362 26,514 30,862 45,236 72,032 98,481 139,132
中国 10,816 20,695 28,710 45,837 71,928 99,526 138,558
ペルー 18,023 24,879 27,888 39,013 71,245 90,906 130,900
ポルトガル 38,316 42,310 41,997 43,309 50,955 72,505 121,918
その他の国々
合計
291,782 366,597 385,459 542,344 721,356 1,067,563 1,446,233
出典：Ministerio de Trabajo y Asuntos Sociales, Anuario Estadístico de Extranjería 
1996-2002の各年版とMinisterio de Trabajo e Inmigración, Anuario Estadístico de 
Inmigración 2003-2008の各年版より作成。
紙数の関係から隔年の統計掲載とした。
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19.3％から29.8％へと約10ポイント上昇したことは大きな変化と言える
が，それ以外には大きな変化は，世界地域別では無いと言える。
一方で出身国別推移を見ていくと，この間に大きく変化したと結論づけ
られる。モロッコ国籍は約10倍弱増加しているが，構成比は両年ともに16
％台である。大幅に増加したのがエクアドルとルーマニアである。エクア
ドル人は1996年には2913人であったのが12倍強に増加した。ルーマニア人
はわずか1386人であったのが約72万人と，約520倍に急増した。
年金生活者の退職後移住や語学・文化留学も無視できない要素だが，在
留外国人の目的は就労であることは明白である。上記３カ国の出身者がこ
のような増加を見せているのは，景気が落ち込む前の景気過熱が創出した
雇用を求めての外国人労働者及びその家族の入国である。表５では，OECD
主要国の外国人労働者比率が，1997年から2006年にかけてどのように推移
移民受け入れ先進国となったスペインの移民政策と経済成長
表５　OECD諸国における外国人労働者比率
1997 2006 1997 2006 06−97 06−97
単位：1000人 % % 増加実数（1000人） 増加率%
ルクセンブルク* 124.8 207.1 55.1 65.0 82.3 65.9
スイス* 692.8 849.9 20.5 21.0 157.1 22.7
アメリカ 16,711.8 23,342.9 12.3 15.6 6,631.1 39.7
オーストリア 326.3 432.9 9.9 11.9 106.6 32.7
ベルギー 380.5 446.2 8.6 9.2 65.7 17.3
ドイツ 3,575.0 3,528.0 8.9 8.5 −47.0 −1.3
スペイン 178.7 1824.0 1.1 8.5 1,645.3 920.7
ノルウェー* 59.9 180.4 2.8 7.4 120.5 201.2
ギリシア **169.8 328.8 3.7 6.7 159.0 93.6
英国* 949 1,773 3.6 6.3 824.0 86.8
イタリア 660.3 1,463.1 2.9 5.9 802.8 121.6
韓国 106.8 317.1 0.5 1.3 210.3 196.9
日本 107.3 178.8 0.2 0.3 71.5 66.6
出典：International Migration Outlook 2008, p.371, p.378より作成。
*の国々は、全雇用者に占める比率となっており、それら以外の国々は全労働力に占める
外国人労働者比率となっている。
**は1998年の統計
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したかを一覧にした。
外国人労働者人口の実数がこの間に減少した国は，ドイツのみとなって
いる。それ以外の国々では増加している。自国の外国人労働者比率が65％
と最も高いルクセンブルクは，自国の外国人労働者比率が55％から10ポイ
ント上昇している。実数の増加率は約66％である。外国人労働者人口が最
も多いのはアメリカであるが，この間に663万人もの外国人労働者が増加
し，自国の外国人労働者比率が16％に近くなってきている。
スペインは1.1％であった自国の外国人労働者比率が8.5％に達し，増加
人数は160万人を超えた。この間の増加率は920％にも達した。さらに2007
年には200万人を超え，自国の外国人労働者比率は11.1％になった5）。この
間の増加率で，スペインに次ぐのがヨーロッパではノルウェー，イタリア
であり，アジアでは韓国となっている。
一方日本はこの間の増加率は67％とルクセンブルクと並ぶが，自国内外
国人労働者率は0.1％の伸びにとどまり，全労働力人口に占める比率は表５
で最低の0.3％である。
（2）スペインの外国人労働者受け入れ政策
この間におけるスペインの大きな変貌を特徴づけた外国人受け入れ政策
を概観しておきたい。具体的な政策に関しては，日本国内でも研究成果が
ではじめている6）。これらの研究に依拠しつつ，外国人がスペインで就労
する道筋を辿ってみたい7）。
5） BOLETÍN ESTADÍSTICO DE EXTRANJERÍA E INMIGRACIÓN,No.13 (Julio 2007) 
6） 和田佳浦「スペインの移民政策」（労働政策研究・研修機構『諸外国の外国人労働者受入れ
制度と実態２００８』）所収。深澤晴奈「スペインの移民政策と労働組合」（『スペイン史研
究』第23号）2009年所収。長岡顯「スペイン・マドリード州における移民の受容システム」
『駿台史学』第131号2007年などである。また受容後の社会統合については、長岡顯「スペ
インにおける共生社会創造の試み−多文化・多民族社会の形成過程−」『明治大学人文科学
研究所紀要』第61冊2007年が参考になる。
7） RÉGIMEN GENERAL DE LOS EXTRANJEROS EN ESPAÑA, Ministerio de Trabajo y 
Asuntos Sociales, 2008 などのわかりやすく説明したパンフなどを多く参照した。
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①共通雇用政策にもとづくEU加盟国資格（El régimen comunitario）
EU加盟国，欧州経済領域，スイスに属する市民であれば，期間の限定無
く居住し，自由に働くことができる。 ただしブルガリアとルーマニアの国
民の場合は，若干の制限が設けられている。
②一般居住労働許可制（90日以上５年以下）
公的雇用センターが仲介する。まず国内の求人企業が最低でも15日間求
人登録をおこなう。同センターは求職登録済みの外国人労働者を雇用候補
者として仲介する。ただし求人企業の職種が，約500職種にのぼる求人困難
職種一覧に登録されていることが条件である。実際には家事手伝いや農業
労働など，多くが未熟練・単純労働である。したがって日本とは全く異な
ってスペインは，未熟練・単純労働部門での外国人雇用を名目的にも実質
的にも認めていることになる。外国人労働者側は労働市場テストを受けた
あと，なおかつ申請時に正規の滞在資格であるという条件が満たされれば
雇用が成立する。当初は１年間の居住・労働許可が認可される。その後２
年間の滞在・労働許可を２回更新することが可能となる。
③申請職種別雇用数割当制（Contingente）
スペイン国内に滞在していない外国人を雇用する場合に利用される制度
で，次のような手順でおこなわれる。各地域の求人者たちの申請状況にも
とづいて県・州が，各地域に固有の求人求職事情に合わせたかたちで雇用
数が確定され，それにもとづいて外国にリクルーターが出張して，現地で
採用を決定する方法である。採用が決定された外国人は１年間の滞在労働
許可が与えられる。ただし，地域の実情に応じて申請し認可されるもので
あるから，この制度で雇用された外国人労働者は，当該地域当該職種に限
定されて雇用されることが義務づけられる。また許可期間が終了したら帰
国が義務づけられている。最新の『官報』公告によると，当初多かった施
設園芸農業での農業労働職種の割当は少なく，灌漑水路の技術者，機械操
作技術者，専門医など，高熟練労働者の割当決定が多いようである8）。た
だし地方の実情によって相当異なっているのが実態である。
移民受け入れ先進国となったスペインの移民政策と経済成長
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④難民亡命申請・アムネスティ他
難民亡命申請もアムネスティの実施も，スペインは日本より大変積極的
に進めている。しかし，これらのテーマを分析していくためには，いずれ
も法的予備知識が必要である。今後の課題としたい。他では不法入国，不
法就労，による就労がある。現在でもジブラルタル海峡を小舟で渡り，カ
ナリア諸島に不法入国するケースはこんにちにおいても続いていることを
指摘しておきたい。
４．外国人労働市場におけるルーマニア人労働者
（1）在留ルーマニア人が外国人人口のなかで最多数になっていく過程
すでに見たように，スペイン在留外国人の国籍上位３カ国は，ルーマニ
ア，モロッコ，エクアドルである。これら３カ国で42％を占めている。ス
ペイン社会保障制度の維持発展のために，また，EU共通雇用政策を推進す
るには社会保障制度改革が必要だということで，社会保障制度に外国人労
働者も加入する政策が促進されている。その結果，加入者数は増加し，そ
の統計から外国人労働者の推計ができるようになった。表６は，外国人労
働者出身国上位３カ国の主要居住・就労州を表した表であり，表７は外国
人労働者の出身地域別人数と全19州の居住・就労分布を整理した表であ
る9）。
表６から言えることは，外国人労働者主要３カ国の出身者は，ルーマニ
ア人とエクアドル人が集住しているマドリードとルーマニア人の居住上位
地域のみに入っているカスティリャラマンチャ州以外では，地中海沿岸部
8） BOLETÍN OFICIAL DEL ESTADO, Miércoles 7 de enero de 2009, 293,, Sec. III. Pág. 1661, 
Ministerio de Trabajo e Inmigración.
9） 社会保障加入外国人労働者に関して労働外国人省が発行する直近の月報AFILIACIÓN 
EXTRANJEROS SEGURIDAD SOCIAL 2009_12によると，社会保障加入外国人労働者総数
は，184万8047人で，約４万人が減少している。
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一帯で居住・就労していることがわかる。農業，工業，観光業地帯と一致
している。表７もほぼ同様のことを表している。スペイン北西部やポルト
ガルと隣接している内陸部などには外国人労働者の居住・就労は比較的少
ないことがわかる。
モロッコ人労働者については，森廣正先生編著書『国際労働力移動のグ
ローバル化』に拙論を所収することができた。ここでは1996年から2008年
のあいだに急増し，わずか12年間で外国人人口の16.1％を占めるようにな
ったルーマニア移民の事例を簡単に触れてみたい。その際に，スペイン経
済論，国際経済論の専門家で現在ホワン・カルロスⅠ世大学教授のラモン・
タマーメス教授の調査論文10）に依拠して分析を進めたい。
冷戦崩壊によって東側諸国の体制が崩れ，移行期経済体制に移った。そ
の後，1990から1994年にかけてルーマニア国内で1,716,000の雇用が失われ
移民受け入れ先進国となったスペインの移民政策と経済成長
表６　スペインの社会保障加入外国人労働者の主要な地域分布（人）
ルーマニア人 エクアドル人 モロッコ人
居住・就労上位州 居住・就労上位州 居住・就労上位州
マドリード 53,072 マドリード 72,382 カタルーニャ 61,038
バレンシア 32,767 カタルーニャ 43,283 アンダルシア 40,336
カタルーニャ 29,752 ムルシア 26,660 ムルシア 30,450
アンダルシア 29,060 バレンシア 22,931 マドリード 26,797
カスティリャラマンチャ 27,391 アンダルシア 12,106 バレンシア 22,337
居住・就労上位県 居住・就労上位県 居住・就労上位県
マドリード 53,072 マドリード 72,382 バルセロナ 37,416
カステリョン 15,135 バルセロナ 38,786 ムルシア 30,450
サラゴサ 14,226 ムルシア 26,660 マドリード 26,797
バレンシア 12,202 バレンシア 12,764 アルメリア 16,872
バルセロナ 10,693 アリカンテ 9,060 ジロナ 10,215
出典：ANUARIO ESTADÍSTICO DE INMIGRACIÓN 2008 より作成。
10） Ramón TAMAMES, Estudio sobre la Inmigración Rumana en España, 2008, Guvernul 
Romaniei (PDF version).
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た。このことが移民の送り出しを刺激する要因となった。2000年頃の最初
の最も大きな移民先国は，イタリアであった。それ以前にヨーロッパ各国
に出稼ぎ移民としてルーマニアから出国していた。イタリアやスペインに
行き先が変わったのは，両国のバブル経済にルーマニア人が飲み込まれて
行ったからである。しかし2000年代前半は多くが不法就労のかたちであっ
た。
2007年にルーマニアがブルガリアとともにEUに加盟すると，就労環境が
一変した。それまでの不法就労から「正規就労」へと加盟国資格を得たの
である。統計にこの事がよく表れている。2006年21万人であった在留ルー
マニア人人口が2007年には約60万人を超え，翌年に70万人を超えた。
ルーマニア人が集住する地方都市として，バレンシア州にあるカステリ
ョン（表６）があげられる。外国人人口の半分がルーマニア人である。ト
レド他の２都市と並ぶ高い比率である。男女比はやや男子が多く，年齢構
成は25歳から39歳が48％と最も多く，次いで15歳から24歳が22％を占めて
いる。
EU加盟前に，ルーマニア人が労働市場に参入していく機会となったの
は，不法滞在・就労者の「正規化」いわゆるアムネスティであった。直近
では2005年に実施され，ルーマニア人はこれによって約10万人，つまり正
規化によって許可された人口の17％に相当する人口が正規就労が可能と
なった。「申請職種別雇用数割当制」でルーマニアから農業労働に従事する
ために一時滞在することはあっても，いずれ出国しなければならず，生活
の改善はみられないままなので，「正規化」やEU加盟要因は，スペインの
プル要因，ルーマニアからのプッシュ要因として作用した。
スペイン労働市場に参入していく中で，ルーマニア人労働者の社会保障
加入の比率が高まっていく。就労する職種によって社会保障制度は異なる
が，ルーマニア人は全体として加入比率が高いのが特徴であるようだ。そ
のことが就労機会に損失をもたらすこともある。たとえば農業部門の雇用
圧力は高い。しかし社会保障に労働者が加入していると雇用単価が高くな
移民受け入れ先進国となったスペインの移民政策と経済成長
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り，農業部門で就労するケースが多いモロッコ人労働者と比べると不利に
なる。あるいは，サービス業に就こうとすると言葉の問題と社会保障負担
金とで南米系労働者より不利になる，という事態が起こる。
EU加盟国一員としての条件を具有することが，外国人労働市場では非
EU外国人労働者と求職摩擦を生じさせている。このような矛盾がスペイン
在留ルーマニア人労働者の生活を撃つ。
（2）スペインの経済・財政再建の道筋に組み込まれている外国人労働者
現首相のサパテーロ政権は，国際労働力移動を同国経済・財政の一環と
して位置づけているような意図が読み取れる。分析は未だ浅いので結論は
避けたいが，そのことについて二つの観点からまとめてみたい。
一つはすでに述べた人口増加と経済成長のサイクルを重視しているとい
うことである。外国人人口の増加が消費を刺激し，とりわけ住宅などの耐
久消費財の購入を促進することでGDP押し上げ効果を期待しているので
はないか，ということだ。実際に，国立統計局が主催して2007年に実施さ
れた移民に対する次のようなアンケート結果は，このことを想起させる。
同アンケートを簡単にまとめた広報11）によると，在留外国人の38.1％は持
ち家で40.3％は借家というアンケート結果が出た。持ち家のうち，15.7％
が購入代金を完済しており，21.7％が返済中，0.7％は遺産相続という。
もう一つは，外国人人口の増加が経済成長要因になると，財政歳入に貢
献する。それはEUの財政規律からすれば，当然政策目標に掲げなければな
らない。財政赤字がGDPの３％以下になるような財政運営をしなければな
らないユーロ参加国ならではの経済政策と言える。
また，国際労働力移動についても，送り出し国にも受け入れ国にも国際
労働力移動は正の効果を与えるという説明をおこなっている。送り出し国
も受け入れ国も「ウィン・ウィン」の関係になれるのだというような理論
11） Instituto Nacional de Estadistíca, Cifras INE, 1/2009, p.5
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である12）。そうであれば，いわば財政上の足かせが無い日本は，今後もず
るずると財政赤字をつづけ，国債発行を積み重ねていくのか。もしそうだ
とすると，これははるか大昔のスペインの行方ではないかという危惧を抱
く。
おわりに
スペインで展開されている国際労働力移動の現状について，できるだけ
統計資料にもとづいて描写してきた。スペインにおける外国人労働者人口
の伸びと政策がここまで展開するとは，かかるテーマを研究し始めたとき
には想像ができなかった。とくに，文中でスペインと日本の比較を記述す
ることに目標を置いたわけではなかったが，両国間における外国人労働力
に対する政策課題として取り上げるその理念や方法に，大きな違いがある
ことを浮き彫りにするのが本稿の意図の一つであった。その点から言うな
らば，今回取り上げられなかったテーマの一つに，在留外国人グループの
自治組織について少しだけ触れておきたい。
すでにATIME13）という在スペインモロッコ人移民労働者協会について
は拙論で触れている。大きな外国人集団となっているエクアドル人とルー
マニア人も自治組織が結成されている。前者はFENADEE14）といい，直訳
すると「在スペインエクアドル人会全国連盟」とでも呼べ，後者は 
FEDROM15）といい，「在スペインルーマニア人会連盟」の意味になる。こ
のような自治組織をスペイン政府が財政的にも支援し，外国人政策策定時
にも意見を求めるという思想がスペイン政府にはある。この点でもスペイ
ンは，外国人労働者受け入れ「先進国」と言える。
移民受け入れ先進国となったスペインの移民政策と経済成長
12） Presidencia del Gobierno, Informe Económico del Presidente del Gobierno 2007, Oficina 
Económica del Presidente del Gobierno.
13） Asociación de Trabajadores Inmigrantes Marroquíes en España.
14） Federación Nacional de Asociaciones de Ecuatorianos en España. 
15） Federacion de Asociaciones de Rumanos en España.
